
市を取り巻く社会情勢の主な変化

１．くらし・子育て・教育 【主に関連する大綱：人権・市民自治、福祉・健康、子育て・学び】

トピックス ポイント 国・府等における動向

①人生100年時代の到来

・長寿化に伴い、ライフコースのあり方が大きく変化

・高齢になっても、いきいきと生活できる環境づくり

が必要

・70歳定年制が努力義務化

（高年齢者雇用安定法の改正（R3.4施行））

・企業を退職した高齢者等の生きがいづくり・健康づく

り活動への支援（国）

②社会人の学び

・技術革新等により雇用環境が変化

・就業後もスキルアップできる環境を整備することが

必要

・職場における学び・学び直し促進ガイドライン策定

（R4.6・国）

・企業は費用・時間面で協力

・助成金や教育プログラムの検索サイトなどあり

③学校環境の変化

・新型コロナウイルス感染症感染拡大により、

オンライン教育が急速に普及

・家庭環境格差や教員の指導力が課題

・小中学校における児童・生徒数の偏在

・全国的な教員不足の深刻化

・ICT環境整備のための地方財政措置（R1～R4・国）

・遠隔教育システムの効果的な活用方法を検証（国）

・学級編制の標準を5年間かけて計画的に35人にする

法律が施行（R3.4.1～）

・大阪府 91の小中学校で110人の教師が不足

（R3.5.1現在・文部科学省の調査結果（R4.1））

④ワークライフバランス

の意識向上

・テレワークが進み、労働時間・通勤時間の減少などに

より余暇時間が変化

・経済的な成功よりも生きがいや健康に楽しく生きる

ことを優先させる「ウェルビーイング」への志向の

高まり

・ワークライフバランスの改善、男性の育児休暇取得率

の向上が必要

・今後重視する事項：「健康な暮らし」が「食べるもの

や金銭的に困らない暮らし」をわずか上回る

（総務省調査）

・育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者

の福祉に関する法律施行規則の改正（R2.3・国）

→育児や介護を行う労働者が子の看護休暇や介護休暇

の時間単位での取得が可能に（R3.1～）

・男性の育児休業取得率 12.7％（R2・国:過去最高）

※R1は7.5% 国目標は30%（R7）

⑤地域医療の重要性への

認識

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、急性期

における病床不足等の問題が顕在化

・感染症感染拡大等の危機に対し、迅速かつ適切に対応

できる地域医療体制の構築が必要

・地域医療構想（府策定）に基づき地域医療体制を強化

⑥健康に対する意識の

変化

・感染症流行を背景に日頃の衛生管理が定着

・テレワークの定着、外出自粛要請などにより、運動

する機会が減少し、体力・運動機能等が低下

・「コロナ禍収束後も、手洗いやアルコール消毒等の

衛生管理を継続したい」77%（内閣府調査）

・小中学生の体力合計点が低下（R3・スポーツ庁調査）

・コロナ禍を通じて運動時間の減少等に拍車 1
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総計審議会



２．産業・仕事 【主に関連する大綱：都市魅力】

トピックス ポイント 国・府等における動向

①産業・仕事の

オンライン化

・デジタル化が加速

・インターネットを介した新たな経済活動やサービス

が出現

・DX推進ガイドラインの公表、IT導入補助金等の支援

（経済産業省）

・中小企業のデジタル化を推進（国）

②テレワークの普及

多様な働き方への対応

・新型コロナウイルス感染症感染拡大を機にテレワーク

が普及

・新しい働き方の推進が必要

・テレワークセキュリティガイドライン（第5版）策定

（R3・国）

・テレワーク導入支援として、サポートネットワークや

相談事業等を実施（国）

③多様な人材が活躍

できる環境づくり

・女性、若者、高齢者、障がい者、外国人など多様な

働き手の参画を促すことが重要

・改正男女雇用機会均等法施行（R2.6・国）

各種ハラスメントに関する国、事業主及び労働者の

責務の明確化等、対策が強化

・青少年雇用対策基本方針の策定（R3.3・国）

入職後早期に離転職する青少年に対するキャリア自律

に向けた支援等を推進

④国内生産への変換

・新型コロナウイルス感染症感染拡大による物流不全

や海外の部品工場等の生産機能停止が国内製造業の

事業活動に波及

・部品や原材料の調達を海外の生産拠点に依存する

ことのリスクが顕在化

・国内生産拠点の整備を促進（国）

（経済産業省「サプライチェーン対策のための国内

投資促進事業費補助金」等）

⑤観光産業のあり方の

変化

・自然環境に触れる余暇活動へのニーズの高まり

・「住んでよし、訪れてよし」の観光地域づくりが

必要

・観光関連産業（特に宿泊業）

7,853億円の経済損失（R2）

・マイクロツーリズム（近隣地域内での観光）やワー

ケーション、第２のふるさとづくり等を推進（国）

⑥企業における

情報セキュリティへの

意識向上

・デジタル化の進展に伴い、企業や病院等での

サイバー犯罪被害が増加

・中小企業等において十分な対策が講じられていない

ことが多い

・情報セキュリティへの意識向上が課題

・サイバーセキュリティ体制構築・人材確保の手引き

（経済産業省）

・企業におけるサイバーセキュリティ対策を推進（国）
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３．住環境・安心安全 【主に関連する大綱：防災・防犯、環境、都市形成】

トピックス ポイント 国・府等における動向

①脱炭素型社会の実現に

向けた取組

再生可能エネルギーの

導入

・脱炭素に向けた取組・省エネの推進

・再生可能エネルギーについて蓄電などを交えながら

いかにうまく活用するかが求められている

・2050年カーボンニュートラル宣言（国）

・エネルギー基本計画（第6次）（R3改訂・国）

・エネルギー需要部門の徹底した省エネの推進に向け、

家庭部門では特にZEH（ゼロエネルギー住宅）の

普及を重視

・再生可能エネルギーの更なる普及に向けた風力発電

所等の適地の確保や住民理解の促進など、地域との

共生を重視

・気象条件の影響を受けやすい再生可能エネルギーに

よって発電された電力を無駄なく活用するために、

安定的な電力網を作っていくことなどが主要課題

②災害に強いまちづくり

への要請

・大阪北部地震（H30）等の教訓を生かした地震対策

・毎年全国で発生する水害への対応

・流域治水関連法（R3・国）

・激甚化・頻発化している水災害に対応

・河川・下水道における対策や雨水貯留対策の強化、

ハザードマップの作成対象の拡大など

③サイバー犯罪の増加

・社会のデジタル化、オンライン取引やデータの授受

を行う機会の増加により、インターネットを介した

詐欺被害等が増加

・サイバー犯罪対策を専門的に担うサイバー警察局を

設置（R4.4・警察庁）

・個人や事業所等のサイバー犯罪被害の削減に向けた

取組を推進

④住まいに求める条件の

変化

・在宅勤務やオンライン講義の広がりにより、住まい

やその近隣において、テレワーク・オンライン受講

が可能な場所と設備のニーズが増加

・職場への近さ、通勤の便利さといったニーズは相対

的に下がると予想

・テレワーク拠点の整備を促進するため、コワーキング

スペース等のテレワーク拠点施設の整備を支援

（国土交通省）

・テレワークスペース、趣味部屋、避難部屋、防災倉庫

等の機能を兼ね備えた、「マルチシェルター」の例を

紹介（国土交通白書2021）

⑤空き家の増加

・空き家が増加

・そのまま放置されると、景観面や防犯面など、住宅

地全体に悪影響を及ぼす恐れあり

・空家等対策の推進に関する特別措置法（H27.5・国）

・空き家の所有者等による適切な管理の促進

・管理不全空き家の除却、特定空家等の対策を強化
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３．住環境・安心安全 【主に関連する大綱：防災・防犯、環境、都市形成】

トピックス ポイント 国・府等における動向

⑥身近な自然・緑地への

ニーズ拡大

・コロナ禍を経て、公園・緑地をはじめとする身近な

自然やオープンスペースの重要性が再認識される

・新型コロナ危機を契機としたまちづくりの方向性

（R2.8・国土交通省）

災害・感染症等のリスクに対応するためにも、緑と

オープンスペースの整備が重要

⑦公共交通利用者の減少

と交通手段の確保

・テレワークの定着や、人口減少等により、公共交通

利用者が減少

・高齢化が更に進む中、高齢者の外出機会・手段を

確保する上で公共交通の重要性は増加

・MaaSや自動運転等最新技術の実装を進めるなど

新たなモビリティサービスの社会実装、交通事業者

のデジタル化による経営効率化が必要

・地域公共交通活性化再生法等の一部改正（R2.11・国）

持続可能な地域旅客運送サービス提供の確保を推進
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４．まちづくり・行政経営 【主に関連する大綱：行政経営】

トピックス ポイント 国・府等における動向

①公共施設・インフラの

老朽化
・地域における公共施設等の適正管理が必要 ・R4.3末までに総合管理計画の見直しが必要（国）

②SDGsの取組の推進

・SDGsという言葉が企業や教育など、幅広い領域に

おいて定着しつつある

・この理念をいかに実際の政策に結び付け、実行して

いくかが求められている

・SDGｓ推進本部にて「ジャパンSＤＧｓアワード」を

創設（国）

SDGs達成に資する優れた取組を行っている企業・

団体等を毎年表彰

・自治体や企業など、様々な団体における取組事例を

集約・共有するプラットフォーム化に向けた取組を

民間団体などが主導

③自治体DXの推進

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大も一つの要因

となり、行政手続きのオンライン化や各種納付の

キャッシュレス化へのニーズが増加

・デジタルに慣れている人とそうでない人の格差

（デジタルデバイド）の問題が顕在化

・デジタル社会の実現に向けた重点計画（デジタル庁）

・地方自治体においては、「自治体DX」の推進が求め

られ、推進体制の整備や自治体DXに関連する計画等

の策定が進められている
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予想される変化 今後の対応策 関連する主な
大綱・政策

少子高齢化 地域力の強化、人との関わり合いの増加 1-2

3-3

地域での健康づくりのサポート強化、皆が長く働けるような施策

（行政だけでなく企業・学校等との連携）

健康づくりに積極的でない人へのアプローチ

1-2

3-1、3-4

高齢化の進展 デジタルデバイド対策、介護予防の推進 3-1

生産年齢人口の減少（医療・介護） 介護人材の確保、介護のICT化 3-4

出生数の減少

（0－5歳減少し、増加しないことが予想される）

・減少年齢の人口増に向けた子育て施策（保育支援の充実など）

・より充実した情報発信手法の検討

4-1

人口増加ののち、減少に転じる ・人口ピークに対応した下水道及び水道などのインフラ整備。人口減少に転じた

場合、ダウンサイジングや他市との施設の共同運用、広域連携などの検討。

・都市開発による急激な人口増の結果、過大校問題が生じる可能性

6-2

8-1

貧困高齢者の増加、医療費・介護費の増加
ー

3-1

格差社会の拡大、貧困の固定化
ー

3-3

カテゴリー１ 人口減少・少子高齢化

6
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カテゴリー２ 地域コミュニティ

予想される変化 今後の対応策 関連する主な大綱・政策

・更なる担い手不足
・地域の担い手の委嘱年齢を引き上げている
が、横展開が難しい

・全世代のICT リテラシーを育む取組が必要
・GIGAスクールで身についた力を社会へ有効活用できないか
→デジタル・ネイティブの子供達が身に付けた情報活用能力を地域社会に
還元するなど

・公民館はウェル・ビーイングの思考を持っている高齢者にしっかりと対応でき
るように

1-2
4-2、4-4
8-1

自治会加入率の更なる減少
転入者・地縁がない人の増加

・今時のつながり方（ネットなど）への対応
・自治会加入率によらない指標がいるのでは

1-2

地域コミュニティの希薄化、地域力の低下 地域共生社会の推進 1-2
3-3

カテゴリー３ 防災・環境

予想される変化 今後の対応策 関連する主な大綱・政
策

必ず起きるとされる大地震をはじめとする
自然災害

・ハードの整備には多額の費用と長期の工事期間を要する
→ハードだけでなくソフト面での対策が必要。
・消防指令機能の広域連携が開始されるが、対応は応援要請があった場合を除
き、各市町村が自ら行う。→今後、広域連携を検討する必要性あり

2-1

気候変動による災害の多発 災害時要援護者への支援 2-1
3-3

気候変動による温暖化 高齢者の熱中症対策 5-1
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予想される変化 今後の対応策 関連する主な大綱・政
策

共働き家庭、配慮を必要とする児童の増加 きめ細やかな支援が必要
・病児・病後児保育の充実（より利用しやすい施策を検討）
・男性の育休取得 ・一時預かりの充実
・支援利用に係る経済的支援 ・おむつ無料配布

4-1

虐待数の増加 ・特定妊婦への継続的な支援 ・性教育 ・子供の居場所づくり
・貧困WGでの引き続いての検討 ・相談対応者等のスキルアップを図る

4-1

保育現場の担い手不足 ・報酬の引き上げ ・労働条件の充実 4-1

市内の南北問題（北部は子供が増加） 対応の検討が必要 4-1

カテゴリー４ 子育て

予想される変化 今後の対応策 関連する主な大綱・政策

様々な教育課題の深刻化
人材の不足（教職員、学童保育指導員等）
公民館の役割がより問われるように

・社会リソースの活用（企業、大学、公民館を核として地域コミュニティ）
・地域と学校との結びつき（元々は結びついていた）

4-2

教職員の質の担保 職員のただ働き部分を有償に 4-2

配慮が必要な子供の増加 専門的知見を有した様々な専門家（医学等）との連携が必要 4-2

カテゴリー５ 学校教育
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カテゴリー６ まちづくり

予想される変化 今後の対応策 関連する主な大綱・政策

中核市移行による屋外広告物の事務権限移譲
→市民の景観に対する要望が増加

・市民要望に対する仕組みづくりが必要
・吹田ブランドの価値が上がり、人口減少の抑制に効果がある

6-1

・リニア開通などで広域的な吹田市の役割が求
められる。
・通販の増加で物販などの商業施設の需要が少
なくなる。

・まちづくり的に有利な立地である吹田に求められるものに着目して検討。
・商業施設は1サイクル20年ぐらいなので、建物の寿命まで利活用ができるよ
うに、ソフト・ハード面で変化できるような制度ができれば。

7-1
6-1

民間マンションが資金難で建て替えできないも
のが増える。

・建設から維持管理、解体までのLCCを想定した資金計画を立てることを必
須とする。
・吹田は土地の価値が高いので、流通に乗せる仕組みづくり。

6-1

高度成長期に建設した、学校などの公共施設の
建て替えが多くなる。

減価償却費に応じた基金への積み立てが必要。（将来負担も考慮） 6-1
8-1

緑地・自然の機能強化 ・グリーンインフラ等の戦略的推進・活用
・意識高揚のための周知、啓発活動の推進

6-1

移動手段の多様化による公共交通の衰退
（公共交通利用者の減少）

・事業者・市民・行政が一体となった利用促進策の推進
・行政による事業者への支援

6-2

インフラの老朽化 ー 6-1、6-2
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予想される変化 今後の対応策 関連する主な大綱・政
策

感染症対策をしながらの施策推進 可能な業務のICT化 8-1

ICT化、デジタル化の推進 高齢者のICTリテラシーの推進 3-1
8-1

紙とデータをどう使い分けていくか ・従来通りのサービスの仕方では成り立たないことへの対応
・デジタル対応が難しい高齢者への対応
（電子図書が飛躍的に進んだが、高齢者にとっては難しいのでは）

3-1
4-4
8-1

2040年以降は一定の人がデジタル機器を
使える可能性

デジタル技術による詐欺、フィッシング詐欺等の増加への対応。 2-2
8-1

皆が現金を持たない時代
・クレジットカードからQRコード決済まで
・マイナンバーカードの普及

国、他自治体の動向を参考に対応を検討（豊中市ではオリジナルQR決済あ
り）
【キャッシュレス化推進の課題】
店舗側…導入コスト等
ユーザー…使用方法が分からない、スマホを皆に持ってもらう施策が必要

8-1

カテゴリー７ ICT、DX
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カテゴリー8 スポーツ

予想される変化 今後の対応策 関連する主な
大綱・政策

・スポーツ需要の多様化
・多種目化（ニュースポーツ、eスポーツ等）

・現在、スポーツ推進計画を策定中
施設を多種目で使えるようにする（複合化）、専用化、近隣市や他部署（公園等）
との連携を検討

7-2

カテゴリー９ 人権

予想される変化 今後の対応策 関連する主な
大綱・政策

より誰もが暮らしやすい街に
（考え方が進む）

・LGBTQへの配慮、行政のあり方も変化を求められる。
・啓発だけではない具体的施策
(パートナーシップ制度等）

1-1

カテゴリー10 コロナ禍による影響

予想される変化 今後の対応策 関連する主な
大綱・政策

災害、コロナ、温暖化等環境の変化からくる
生活様式の変化

ー 全大綱

ライフスタイルの変化の劇的加速 ー 全大綱
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